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２．橿原市の概況 

 橿原市は、昭和３１年に市制発足後、大都市近郊のベッドタウンとして発展し、昭和５０年代には人口１０万人

都市の仲間入りを果たし、その後も県下第２の都市として歩んできた。 

 鉄道環境では、まちの中央で近鉄大阪線と近鉄橿原線が交差し、その要衝である大和八木駅は、県内では五

指に入る乗降客数を有している。また、道路環境では、市域の西部を南北に走る京奈和自動車道において、現

在橿原北ＩＣから新堂ＪＣＴにおいて整備が進められ、この高規格幹線道路の完成は、京阪神地域の外環状機

能強化に繋がり、物流のさらなる活性化が期待されている。一方、本市には、古く万葉の時代を偲ばせる歴史

文化遺産も多く存在しており、「飛鳥・藤原の宮都」として令和８年度の世界遺産登録を目指している藤原宮跡

をはじめ、万葉集にも登場する大和三山、伝統的建造物数が５００件を超える重要伝統的建造物群保存地区

の今井町など、他に類を見ない歴史遺産に恵まれた都市でもある。 

本市の観光入込客数は、概ね増加傾向にあり

ます。 

１．本調査の目的 

橿原市では、本庁舎解体工事完了後の現本庁舎敷地の活用方法について、民間複合施設（庁舎機能含

む）を念頭に、市の財政負担を極力縮減できる事業手法の可能性について検討するとともに、現在橿原市

が令和８年度中の登録を目指しております「飛鳥・藤原の宮都」の世界遺産登録による相乗効果も見据え、

橿原市の魅力を活用し、市民や来訪者が集い賑わいを提供するような多機能な施設整備の実現を目指し

ています。 

本調査は、市が想定している事業手法、事業要件、庁舎機能・民間機能、規模等をご確認頂いたうえで、

事業手法の可能性や事業成立のための必要条件等を確認することを目的に実施致します。 

橿原市 

市内での宿泊客数は、平成 2７年（2015 年）から令和

６年（2024 年）にかけて 16.3％の増加となっています。

日本人宿泊客数の割合が増加しており、令和６年時点は、

全体の９割を占めています。 

橿原市 

複合施設の整備に関するサウンディング調査 ―事業概要説明書― 
  

飛鳥・藤原は、県内で 4 件目の世界

文化遺産の登録を目指している遺跡

群で、橿原市、桜井市、明日香村にあ

る、宮殿跡、仏教寺院跡、墳墓など

19 の遺跡で構成されている。 

【 観光入込客数の推移 】 

 観光・産業                

 

 橿原市の位置と概況              

 

基礎データ 

人口：１１８，１７８人（令和 7 年 4 月 1 日時点） 

面積：約３９．５６㎢ 

アクセス：近鉄なんば駅まで約 40 分 

      近鉄京都駅まで約 50 分 

      近鉄奈良駅まで約 30 分 

年間観光客数 令和６年 約５２７万人 

飛鳥・藤原 

今井町 

市の主要駅である近鉄大和八木駅

から徒歩 10 分の場所に位置する今

井町は、戦国時代にできた寺内町で

江戸時代の町並みが今なお残る歴

史ある古民家が 500 件立ち並び、

重要伝統的建造物群保存地区に選

定されている。 

産業 

イオンモール橿原 

イオンモール橿原は、橿原

市に所在するショッピン

グセンターで、増床により

西日本最大級のモールに

拡大、２５０の専門店や映

画館がある。駐車台数は

約６，１００台。地元ではか

つての愛称である「アル

ル」の名前で親しまれてい

る。最寄り駅（金橋駅徒歩

10 分） 

近鉄百貨店 (橿原店) 

近鉄百貨店（橿原店）は、

大和八木駅すぐの便利な

立地に所在し、駅から地下

遊歩道と繋がり、アクセス

が良く、大型駐車場もある

百貨店である。1986 年 4

月開業、２０２３年３月第３

期リフレッシュオープン。

地下 1 階、７階建で屋上も

あり、多くの人が利用して

いる。最寄り駅（近鉄大阪

線・橿原線大和八木駅から

徒歩 2 分） 

橿原神宮は、日本の初代天皇である

神武天皇が即位したという「日本書

紀」の記載に基づき、畝傍山の東南

麓に創建された。本殿と文華殿は重

要文化財に指定されている。県内で

最多の参拝者数で、観光客数が最も

多い施設。 橿原神宮 

観光 

【 宿泊客数の推移 】 

 観光客数・宿泊客数              

 



 

 

３．計画地の概要 

 

計画地 奈良県橿原市八木町１丁目５１０番地 他 

敷地の面積 約 8,300 ㎡ 

用途区域等 商業地域（建蔽率８０％・容積率４００％）、３１ｍ高度地区、防火地域 

接道状況 国道 24 号・国道１６５号 

  

 

大和八木駅から現庁舎敷地を結ぶエリアは、橿原市の中心市街地を形成しており、奈良県中南和地域の

「玄関口」と位置づけられている。市は、このエリアに賑わいや交流を生み出し、中心市街地として一層の活

性化を図る方針でまちづくりを進めている。 

その取り組みとして、平成 23 年（２０１１年）4 月に橿原市観光交流センター「ナビプラザ」を大和八木駅南

口に開設した。ナビプラザは、観光案内、子育て支援、市民協働、市民相談等の機能を担っている。 

また、平成 30 年（２０１８年）２月に、庁舎と宿泊施設等からなる複合施設として、橿原市役所分庁舎を開

設した。分庁舎（ミグランス）には、諸証明の発行や福祉・子育て・納税等、市民のライフイベントと関わりが深

い窓口を集約し、企業等が会議・展示・研修等が開催できる「コンベンションルーム」のほか、「ホテル」や「飲

食店」などから構成される複合機能を有している。 

 

  
 本庁舎敷地や施設情報              

 

 計画地周辺の現状              

 

大和八木駅前広場 

 

商店街通り 

 

建設予定地 
本庁舎敷地（東棟を残し解体済） 

ナビプラザ・観光センター 

 

駅前通り 

 

庁舎・ホテル複合施設 

現本庁舎周辺図 

 

 関連計画（大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画）による計画地の位置付け            

 

【大和八木駅】 

乗降客数：３２，５９１人/日（202２年） 

【八木西口駅】 

乗降客数：５，２５８人/日（202２年） 

【畝傍駅】 

乗降客数：１，００８人/日（202２年） 



 

 

４．これまでの経緯と今後の予定 

平成 8 年（1996 年）  現庁舎の耐震診断が実施され、耐震性能が不足と判明 

平成 22 年（2010 年） 新庁舎基本構想を策定 

平成 30 年（2018 年） 市役所分庁舎供用開始(PFI 事業) 

平成 31 年（2019 年） 新本庁舎建設基本計画を策定 

令和 2 年（2020 年） 新本庁舎建設基本計画【修正版】を策定 

新本庁舎建設基本設計・実施設計を契約 

令和 3 年(2021 年) 新本庁舎建設基本設計・実施設計業務の途中、概算事業費の大幅な超過及びコロ

ナ禍による今後の財政運営等の見通しを考慮し、事業を断念 

令和 4 年(2022 年)以降 現本庁舎の老朽化に伴い、一部の部署を他の公共施設へ移転 

令和 6 年(2024 年) 現本庁舎解体（令和６年度中に東棟を残し解体完了） 

令和 8 年（2026 年）以降 決定した事業手法に基づき、事業公募 

 

５．当初基本計画における整備のコンセプト 

７．官民施設の複合化のイメージ ※複合化のあり方は検討中でありイメージの一例です。 

６．複合庁舎整備の考え方 ※現時点での方向性を示したものです。 

 

 
 計画地周辺の年間通行者数(参考値)              

  経  緯                          

 

 予  定                          

 

1. 耐震性能を有し、災害対応活動拠点となる庁舎 

2. 市民に開かれた庁舎 

3. 施設のコンパクト化と環境配慮により、建設コストと維持管理コストを可能な限り抑えた庁舎 

4. 将来の人口や職員数を踏まえ、社会状況の変化に柔軟に対応できる構造の庁舎 

5. だれもが安心快適に利用できるユニバーサルデザイン庁舎 

 コスト縮減に大きく寄与した複合化  

豊島区役所×マンション        
  「ブリリアタワー池袋」 

公共施設  民間施設 

区役所 × 
マンション、 

コンビニ、カフェ等 

４３２戸の分譲マンションを備える新
庁舎を整備。財政面から庁舎単独整
備が困難な中、区有地の貸付により再
開発建物に区庁舎分の床を確保し、実
質的に財政負担ゼロで庁舎を整備。 

 にぎわい創出に貢献した複合化  

神戸市北区役所×商業施設 
「BELLST 鈴蘭台」 

公共施設  民間施設 

区役所 × 

スーパー、 
銀行支店、 

クリニック等 
日常利用の多い民間機能を複合整
備するとともに、駅周辺の混雑解
消のため、バス・タクシー乗降用ピ
ロティを整備。エリアの課題解決と
共に、地域の活性化を実現。 

通行人口 

多い 

普通 

少ない 

約 114,000 人 

約 47,000 人 

年間通行数 

平日/人 

休日/人 

約 137,000 人 

約 71,000 人 

約 140,000 人 

約 48,000 人 

約 62,000 人 

約 15,000 人 

約 110,000 人 

約 39,000 人 

約 123,000 人 

約 43,000 人 

約 200,000 人 

約  55,000 人 

約 152,000 人 

約  35,000 人 

約 175,000 人 

約  29,000 人 

約 120,000 人 

約 39,000 人 

約 167,000 人 

約 49,000 人 

約 30,000 人 

約 8,000 人 

約 37,000 人 

約 9,000 人 

※ 上記のグラフ、数値は、KDDI の持つ GPS 位置情報と契約情報に基づく検索であり、実際の実績とは異なります。 

特定の計測期間（2023/1/1～2023/12/31 の１年間）、計測時間（平日/休日の各２４時間）、交通手段（徒歩）の

居住者・勤務者・来街者（大和八木駅から半径５００ｍ圏域外から訪れた方を対象）を計測し記載。 

駅
前
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店
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り 

コスト縮減・にぎわい創出に寄与する施設整備の実現に向けた民間事業者が求める事業条件を把握するために、本調査

を実施します。回答のご協力をよろしくお願い致します。 

 にぎわい創出に貢献した複合化  

敦賀市図書館×商業施設 
敦賀駅西地区「otta」 

公共施設  民間施設 

図書館 × 
ホテル、飲食店、 
知育啓発施設等 

令和 6 年春の北陸新幹線敦賀開業
に先駆けてオープン。民間事業者
が市有地を借り受けて整備。知育・
啓発施設「ちえなみき」は、全国で
も珍しい公設書店形式を採用して
いる。 

1. 市民や来訪者が集い賑わいの創出となる複合庁舎の実現 

2. 将来人口や新たな働き方等を見据えた複合庁舎の実現 

3. 平時・非常時ともに安心して利用できる複合庁舎の実現 

4. 財政負担軽減に寄与する経済的な複合庁舎の実現 

５つの整備コンセプトを基本とし、民間複合施設（庁舎機能含む）を念頭に、市の財政負担を極力縮減できる事業

手法の可能性について検討します。 


